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る。Chandra (2017) は企業の国際化に関する 4 つの代表的モデルを提示し、「経
営意思決定タイプ」「機会に対する見方」の観点から比較検討する。 
 
 2.1 経営意思決定タイプの類型化 
 組織としての経営意思決定のタイプ・考え方は Effectuation Approach, 
























































・"What is my goal?"から考え
る（目的・目標から出発） 
研究例 
* Saravathy et al. (2014) 
* Wiltbank et al. (2006) 
* Saravathy (2001) 
* Williams & Wood (2015) 
* Wood & Williams (2014) 
* Dew et al. (2009) 







































* Ramoglou & Tsang (2016)

































































（出所）Chandra (2017), Ramoglou & Tsuang (2016) 等を参考に筆者が整理・作成 
 
 2.2 市場機会に対する見方 
 海外市場機会に対する見方についても、対照的な 2 つの考え方がある。「機会
の存在をどのように捉えるか」に関する見方であるため、「機会の存在論









Constructivist View は主観的な捉え方と見なすことができる。 





 2.3 企業の海外進出モデル 




Approach, Empiricist View, プロセスモデルに Rule-based Reasoning Approach, 
Critical Realist View, ネットワークモデルに Effectuation Approach, Critical 



































図表 2 FS の機能・効果に関する仮説モデル 
 
 
重要性の認識 ＋    
  調査レベル － 理解困難性の評価（変化） 







 3.2 調査設計とデータ 




図表 3 調査対象企業の概要 
 〈実施時期〉 2016 年 2 月 22 日～2016 年   5 月  2 日（本調査）  
  2016 年 9 月    1 日～2016 年 10 月 30 日（追加調査）  
 〈実施方法〉 本調査：訪問によるインタビュー（1～1.5 時間）  
  追加調査：電話による追加ヒアリング  
   










 A 社 コンビニ 現法・FC 展開 
（独資） 
執行役員 海外事業本部長  
 B 社 菓子の製造・販売 支社・FC 展開 
（独資） 
グローバルビジネスディベロップメント部長  
 C 社 スポーツジム 現法 
（合弁→独資へ）
執行役員 海外営業部長  
 D 社 ホテル 直接業務委託 
（合弁） 
海外開発営業部リーダー  
 E 社 学習塾 現法 
（独資） 
取締役 R&D 事業部担当  
    
 〈対象企業：インド進出企業：6 社〉  
  
業種 







 F 社 学習塾 支社・FC 展開 
（独資） 
広報部広報チームリーダー  
 G 社 ホテル・レンタカー 現法 
（合弁） 
代表取締役 現法代表兼務  





 I 社 衣料品販売 現法 
（合弁） 
国際本部営業部営業二課長  
 J 社 運輸・物流 現法 
（独資） 
グローバル事業戦略担当マネジャー  
 K 社 種苗開発・販売 現法 
（独資） 
広報宣伝部 広報宣伝課  
(注) C 社はベトナム市場参入当初は合弁でスタートし、現在は独資に移行している。 
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図表 4 ヒアリング内容（追加調査を含む） 
 (1) 新興国への進出動機 
(2) 複数候補比較に基づく選択か、あるいは単一候補の可否判断か 
(3) 進出対象国（ベトナム・インド）に決定した理由 
(4) 各項目の重要性の認識（①意思決定前＝FS 段階、②意思決定後＝詳細事業計画段階） 
各項目は下記 23 項目(*) 
(5) 理解の困難性      （同上：下記 23 項目(*) に関して①，②双方の段階について） 
(6) 調査レベル       （同上：下記 23 項目(*) に関して①，②双方の段階について） 
 
 (*) 23 項目（3 カテゴリーに集約） 
ⅰ）制度的要因・現地環境要因 
    1. 外資規制・税制・特区（優遇税制・SEZ など） 
    2. 初期投資において相手国政府・地方政府に望まれる規模と援助の可能性 
    3. 許認可等に伴う行政手続きの実態・煩雑さ・不透明性等 
    4. 現地の商習慣（ビジネスにおける不文律等） 
    5. 電力・道路整備等のインフラ状況 
    6. 土地確保の困難さ 
    7. 物流網・物流手段の確保（調達物流・出荷物流） 
ⅱ）人材・組織要因 
    1. 現地の提携パートナーの可能性 
    2. 現地法人の組織形態と組織編成の可能性 
    3. 現地での労働力確保 
    4. 労働力の柔軟性（解雇規制・パートタイム労働規制等） 
    5. 現地スタッフの教育・訓練 
    6. 日本から派遣する人材の選定 
    7. 日本から派遣した人材の現地適応 
ⅲ）マーケティング要因 
    1. 自社商品・サービスに対するターゲット顧客の嗜好性 
    2. ターゲット顧客の自社商品価格に対する反応 
    3. 店舗展開（立地）・サービス拠点の最適な選択 
    4. サービスのオンライン展開（ｅコマース等）の可能性 
    5. 広告宣伝・ブランド構築 
    6. 地場企業との競合 
    7. 他の日系企業との競合 
    8. 外資系企業（欧米系・韓国系等）との競合 
    9. 競合に関連し、自社の差別化要因（強み） 
 
 〈選択肢との対応関係〉 
「重要性の認識」（7 段階：1. 全く重要でない、4. どちらとも言えない、7. 非常に重要） 
「理解の困難性」（7段階：1. 非常に容易、2. 容易、3. 簡易調査で理解可能、4. 調査次第で理
解可能、5. 調査次第で少しは理解困難、6. 調査しても理解困難、7. 調査して
も理解不能） 





業計 11 社である。図表 4 のヒアリング項目(1)～(6)のうち、(1)～(3) は「意思決
定プロセスの特徴」、(4)～(6) は「FS の役割」を分析・検討する目的に対応して
いる。 
 なお、図表 2 の「調査の有効性への期待」は直接ヒアリングで尋ねた項目では
なく、「理解の困難性」評価（7 段階）のうち、「調査次第で理解が促進される」










 4.1 海外進出の意思決定に関する特徴 
 以下(1)～(3)の調査項目に対応する集計結果を図表 5 に要約する。 
 (1) 新興国への進出動機 
 (2) 候補の選定（複数候補比較か、単一候補の適否判断か） 
 (3) 進出対象国（ベトナム・インド）に決定した理由 
 
図表 5 新興国への進出に関する意思決定プロセスの特徴 
 (1) 新興国への進出動機 該当企業数    
  国内市場の飽和・新興国市場の成長性 3 A, B, C （ベトナム）  
  経営理念・方針の一部 6 C, E（ベトナム），F, H, I, K（インド）  
  特定（明言）されず・既定路線 3 D（ベトナム），G, J（インド）  
       
 (2) 候補の選定 該当企業数    
  複数候補間の比較検討を実施 1 C（ベトナム）  
 
 単一候補の適否を判断 10 
A, B, D, E（ベトナム）， 
F, G, H, I, J, K（インド） 
 
       
 (3) 進出先決定の理由 該当企業数    
 
 偶発的要因 7 
B, D, E（ベトナム）， 
F, G, H, I（インド） 
 
 
 マクロ環境：市場の潜在的成長力 7 
A, C（ベトナム）， 
G, H, I, J, K （インド） 
 
  激しい競争の不在 5 A, C, E（ベトナム），G, H（インド）  
  好ましい文化的・社会的要因 3 C, D（ベトナム），K（インド）  
（注 1）表中の記号A~K は図表 3 のA 社~K 社に対応する。 
（注 2）表中(1), (3)は複数回答を許容しているため、11 社の回答が合計 11 超となっている。 
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 4.2 FS の効果と役割 
 「単一の進出先候補の適否を見極める」という意思決定スタイルが多数派であ




図表 6 項目間相関：カテゴリー全体 
〈ベトナム〉   意思決定前（FS 段階） 
意思決定後 
（詳細事業計画段階） 
    重要性の認識 理解の困難性 調査レベル 重要性の認識 理解の困難性 
意思決定前 
（FS 段階） 
理解の困難性 0.167     
調査レベル 0.421** 0.455**    
意思決定後 
（詳細事業計画段階） 
重要性の認識 0.752** 0.245* 0.323**   
理解の困難性 0.187 0.909** 0.359** 0.282**  
調査レベル 0.399** 0.366** 0.802** 0.438** 0.403** 
 
〈インド〉   意思決定前（FS 段階） 
意思決定後 
（詳細事業計画段階） 
    重要性の認識 理解の困難性 調査レベル 重要性の認識 理解の困難性 
意思決定前 
（FS 段階） 
理解の困難性 0.195*     
調査レベル 0.412** 0.392**    
意思決定後 
（詳細事業計画段階） 
重要性の認識 0.974** 0.174 0.397**   
理解の困難性 0.143 0.972** 0.353** 0.158  
調査レベル 0.431** 0.359** 0.861** 0.438** 0.385** 
（注 1）標本数はヴェトナム 115（5 社、各 23 項目）、インド 138（6 社、各 23 項目） 
（注 2）数値はPearson の相関係数。“*” は有意水準 5％で相関が統計的に有意（両側）、 
    “**” は有意水準 1％で有意（同）を示す。 
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 図表 6 から、2 つの進出先に共通の傾向として、以下が観察される。 
 ① FS 前後、つまり意思決定の前後で同一項目（「重要性の認識」「理解の困難
性」「調査のレベル」）の相関が高い。 
 ② FS 段階の「重要性の認識」と「調査レベル」、及びFS 段階「調査レベル」
と意思決定後の「理解の困難性」に正の相関がみられる。 
 
 ①は FS が各項目の状況を変えていないことを示す。つまり、「重要性の認識」
は意思決定前後で首尾一貫しており、「理解の困難性」は FS によって変化せず、
意思決定前後で同一項目の調査が繰り返される傾向にあることが示唆される。 
 ②は FS 段階で「重要性の高い項目の調査レベルが高い」という合理性がみら
れる一方、FS 段階の調査が意思決定後の理解促進に寄与していない可能性を示
唆するものである。 
 以上の結果は、全 23 項目を対象とした結果である。しかし、23 項目には FS
によって理解の促進が期待できる「外資規制や優遇措置」等の項目と、短期間で
は把握が困難なマーケティング課題が混在している。そこで、図表 2 のモデルに
即して、カテゴリー別・進出先別に分析結果を示したのが図表 7 である。 
 
図表 7 項目間因果モデル：カテゴリー別 
  インド ベトナム 
ⅰ）制度的要因 
現地環境要因 
(A) 0.177 0.610** 
(B) 0.347* 0.276 
(C) -0.240 0.000 
ⅱ）人材・組織要因 
(A) 0.255 0.051 
(B) 0.592** -0.249 
(C) -0.226 0.000 
ⅲ）マーケティング要因 
(A) 0.379* 0.446** 
(B) 0.050 -0.320* 
(C) 0.000 -0.389* 
（注 1）回帰分析（OLS）による。表中の数値は下記仮説モデル（再掲）の(A)～(C)に対応する
標準化推定パラメータを示す。 






重要性の認識 ＋(A)    
  調査レベル － 理解困難性の評価 







 図表 7 から以下の傾向を読み取ることができる。 















断」「決め手には偶発的要因が大きなウェートを占める」の 3 点に要約される。 
 FS の役割に関しては、以下 3 点が特徴として挙げられる。 













 5.2 新たな仮説と課題 



























討する必要もある。FS 後もFS と同一項目の調査を続行する傾向は、「FS の上記
とは異なる目的」を示唆するものと解釈できる。 
 以上に基づき、FS と意思決定に関して、以下 2 通りの仮説が浮上する。 
 
1. スモール・スタート仮説 






  FS は経営判断・経営意思決定のために実施される。ただ、FS には一定のコ
ストがかかる。FS のコストは平均的に初期投資額の 5％程度とされ、初期投






















































































 (1) Chandra (2017) ではEntrepreneurship Modelの意思決定タイプに言及していない（時
期に応じて変わると考えている）が、市場分析に基づく比較検討を前提とすることから、
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